






























































































































































だコミットしていない。 して若者が乗る二輪車・原付には会社の管理が及びにくい。それゆえに他 年齢層より減少が鈍かった いえた　
70年代の統計では死者が自動車運










安全と健康を守 義務を果たすことは約束されていた 、新しい労働安全衛生法はそのために会社の中に全管理者を置き、会社が継続的に安全活動を行うように組織 組み直しての対応を促したのである。労働災害防止もあるが、その射程には交通安全も入る。　
通勤も労働の一部であるからマイ






























を逃れるには結局のところ事故に遭わないようにするしかない。交通安全は個人のことと思われ ちだが会社のため、職場のため も事故を起こさないことが第一だ。そ て追突されないことだ。とはいえ追突を防ぐことは無理だから せめて被害を軽くするためにできるこ 、停車中はサイドブレーキだけで くフットブレーキも怠る （当時はオートマチック車ではないから信号
それは人々に行動の変容を迫る情報となる。　
しかし情報は飽きられる。
10年も
すれば安全運動の賞味期限は切れる。情報は新鮮さを失い、マンネリ化する。組織も打つ手が尽きる。
80年代
になると情報力は失われ、モノの投資効果も出なくなる。　
総合的な交通安全運動が奏功する
のは
70年代が最後である。
80年代以
降の交通安全運動の成功例は、左折事故やバイク、飲酒 ど特化した安全対策になる。それゆえにキャンペーン的な情報面の効果が限定的と考えがちだが、
70年代の事故と死者
の減少を工学 ハード改良によるという見方は、モノのもつ情報価値をはじめ組織や社会運動という情報面を軽ん た見解である。そろそろハード重視の信仰から脱したいである。
（よしだ・しんや）
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